
 

 

障企発０２０４第２号 

平 成 2 8 年 ２ 月 ４ 日 

 

 

 

    都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「身体障害認定基準の取扱い（身体障害認定要領）について」の一部改正について 

 

 

 

 身体障害認定基準については、「「身体障害者障害程度等級表の解説（身体障害認定基

準）について」の一部改正について」（平成28年２月４日障発0204第１号厚生労働省社会

・援護局障害保健福祉部長通知）によりその一部が改正されたところであるが、この身体

障害認定基準の取扱いについて、「身体障害認定基準の取扱い（身体障害認定要領）につ

いて」（平成15年１月10日障企発第0110001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画

課長通知）の別紙「身体障害認定要領」の一部を別添のとおり改正し、平成28年４月１日

から適用することとしたので、留意の上、管内の関係諸機関への周知等その取扱いに遺漏

なきよう願いたい。 

 なお、改正内容につき、平成28年３月31日までに身体障害者福祉法第15条第１項に規定

する医師の診断書及び同条第３項に規定する意見書が作成された場合については、従前

の取扱いのとおりとする。 

 本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的

助言（ガイドライン）として位置づけられるものである。 
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○ 身体障害認定基準の取扱い（身体障害認定要領）について（平成 15年１月 10日障企発第 0110001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長

通知)（抄） 

（変更点は下線部） 

新 旧 

別紙 

身体障害認定要領 

 

第７ 呼吸器機能障害 

１ 診断書の作成について 

身体障害者診断書においては、疾患等により永続的に呼吸器機能の 

著しい低下のある状態について、その障害程度を認定するために必要

な事項を記載する。併せて障害程度の認定に関する意見を付す。 

（１） （略） 

（２） 「呼吸器の機能障害の状況及び所見」について 

ア～ウ （略） 

エ 「４ 換気の機能」と「５ 動脈血ガス」について 

呼吸器機能障害の場合、予測肺活量１秒率（以下「指数」と

いう。）と動脈血ガスＯ２分圧が障害程度の認定の基本となるの

で重要である。ただし、両者を全例に必ず実施する必要はなく、

実状に応じいずれか一方法をまず実施し、その結果が妥当でな

いと思われる場合（例えば自覚症状に比し）に他方の検査を実

施する。 

オ 指数の算出 

指数の算出は、2001 年に日本呼吸器学会から「日本のスパイ

ログラムと動脈血ガス分圧基準値」として発表された肺活量予

測式による予測肺活量を用いて算出すること。 

なお、呼吸困難が強いため肺活量の測定ができない場合、そ

の旨を記載し、かつ呼吸困難の理由が明らかになるような説明

を現症欄等に記載すること。 

２ 障害程度の認定について 

（１）～（３） （略） 

（４） 呼吸器機能障害の認定における活動能力の程度の分類は、いわゆ

る修正 MRC（Medical Research Council）の分類に準拠している。
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第７ 呼吸器機能障害 

１ 診断書の作成について 

身体障害者診断書においては、疾患等により永続的に呼吸器機能の

著しい低下のある状態について、その障害程度を認定するために必要

な事項を記載する。併せて障害程度の認定に関する意見を付す。 

（１） （略） 

（２） 「呼吸器の機能障害の状況及び所見」について 

ア～ウ （略） 

エ 「４ 換気の機能」と「５ 動脈血ガス」について 

 呼吸器機能障害の場合、予測肺活量１秒率（以下「指数」と

いう。）と動脈血ガスＯ２分圧が障害程度の認定の基本となる

ので重要である。ただし、両者を全例に必ず実施する必要はな

く、実状に応じいずれか一方法をまず実施し、その結果が妥当

でないと思われる場合（例えば自覚症状に比し）に他の検査を

実施する。 

オ 指数の算出 

指数の算出はノモグラムを用いて正確に行うこと。 

なお、呼吸困難が強いため肺活量の測定ができない場合、そ

の旨を記載し、かつ呼吸困難の理由が明らかになるような説明

を現症欄等に記載すること。 

 

 

２ 障害程度の認定について 

（１）～（３） （略） 

（４） 呼吸器機能障害の認定における活動能力の程度の分類は、いわゆ

る Hugh-Jonesの分類に準拠している。この分類では必ずしも呼吸器
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この分類では必ずしも呼吸器機能障害に由来する活動能力の低下

を一義的に表現し得るものではない。そのような意味では、等級の

決定と直接結びつくものではない。そのため、呼吸機能検査成績と

活動能力の程度との間に“著しい食い違い”がある場合には、呼吸

器機能障害以外の原因が活動能力の低下に関与していないか、慎重

に検討する必要がある。もし活動能力の低下を説明する他の原因が

認められない場合に、何らかの検査（例えば、6分間歩行試験時の

酸素飽和度最低値の測定）で活動能力の低下を説明できれば、その

結果を採用して等級認定をすることができる。活動能力の程度と障

害等級との間にはおおむね次のような対応関係があるものとして、

認定上の参考に用いる。なお、活動能力の程度と呼吸器機能障害の

程度とは必ずしも一義的な関係にあるとは限らないので注意が必

要である。 

      活動能力の程度（修正 MRCグレード分類）障害等級 

ア…………非該当 

イ・ウ……４ 級 

エ…………３ 級 

オ…………１ 級 

（５） （略） 

 

機能障害に由来する活動能力の低下を一義的に表現し得るものでは

ない。そのような意味では、等級の決定と直接結びつくものではな

い。肺機能検査成績と活動能力の程度との間に“著しい食い違い”

がある場合には、呼吸器機能障害以外の原因が活動能力の低下に関

与していないか、慎重に検討する必要がある。もし活動能力の低下

を説明する他の原因が認められない場合に、何らかの検査で活動能

力の低下を説明できれば、その結果を採用して等級認定をすること

ができる。活動能力の程度と障害等級との間にはおおむね次のよう

な対応関係があるものとして、認定上の参考に用いる。なお、活動

能力の程度と呼吸器機能障害の程度とは必ずしも一義的な関係に

あるとは限らないので注意が必要である。 

ア…………非該当 

イ・ウ……４ 級 

エ…………３ 級 

オ…………１ 級 

 

 

 

（５） （略） 

 

 


